
 

 

 

Ⅰ 都道府県・指定都市の現状と取組 

１ 安全上の課題 

本県は、海抜０ｍ地帯の平野部から標高 3,000ｍ

級の山のある山間部まで、地域の実情が大きく異な

ることから、災害安全に関して学校や地域の実情に

応じた実践的な取組が必要である。よって県内すべ

ての学校において、適切な安全体制の確立が重要で

あり、そのためには、安全管理と安全教育の両面か

らの体制整備と職員の意識の向上が必要である。 

これまで、危機管理マニュアルの点検と各校への

修正依頼を行ってきた。また、災害安全を中心とし

た学校における危機管理や対処法についても教員研

修講座を多数実施してきた。このことにより、各校

において学校防災の意識は高まってきているが、教

職員の防災に対する専門性が乏しいことから、地域

の実情に合った実践的な防災教育を実施することが

難しい。それを補うため、各学校において地域の関

係機関と連携したり、専門家の指導・助言を取り入

れたりしながら実践的な防災教育を行うよう啓発し

ているが、地域や学校によって意識の差があり、全

ての学校で防災の取組が活性化されているわけでは

ない点が課題である。 

 

２ 事業目標 

こうした課題を受け、本事業の推進にあたり、次

のことを目標とした。 

〇安全意識を高め、命を守る実践的な力を身に付け

させる安全教育の実施 

〇様々な危険や緊急対応を想定した実効性のある訓

練や点検活動を実施し、検証に基づいた学校の安

全管理体制の見直しと改善 

この目標を具現化するためには、「実感を伴った活

動の構築」「活動の継続性」が必要である。これらを

視点として、専門家や関係機関との連携を図りなが

ら質の高い防災教育活動を実践する。 

 

３ モデル地域選定の理由 

モデル地域として選定した揖斐郡池田町は、木曽

三川によって形成された広大な濃尾平野の北西部に

位置しており、西に 924メートルの池田山を背負い、

平野部を揖斐川、杭瀬川、東川、深町川、中川、粕川

の６つの一級河川が流れる自然環境豊かな町であ

る。 

この地域の災害リスクは、地震と風水害である。

池田山断層が町を縦断しており、この活断層が動い

たときに発生する直下型地震の被害は、相当なもの

になると想定されている。また、河川においては、合

流による急激な水位上昇が発生しやすく、氾濫によ

る洪水のおそれがある。土石流危険区域に指定され

たエリアでは、土砂の崩壊、土地の流失等による被

害が度々発生している。 

このような地域において必要な取組は以下のとお

りである。 

・家庭・地域・関係機関との連携・協働 

 →地域の課題を把握し、児童生徒が災害の備えを

実践する。 

・実践的な防災教育の充実 

 →専門機関による知見を活用し、実践的な安全教

育を実施する。 

このような取組は、本県の自然災害の状況や安全

教育、安全管理の課題に対する取組として、県内の

多くの学校で共通しているため、モデル地域として

県内に広めていくことの意義は大きい。つまりこの

取組によって、県内の児童生徒が安全に関する資質・

能力を身に付けていく契機となり得ると考えられ

る。 

 

４ 取組の概要 

(1) 学校安全体制の構築に係る取組及び成果の普

及方法について 

  ア 学校安全講習会 

県内の学校安全担当者又は管理職、市町村教
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育委員会の学校安全担当を対象に学校の安全管理、

安全教育に関する悉皆研修会を実施。 

日時：令和５年５月15日～６月 12日実施 

内容：学校安全計画と危機管理マニュアルの見直

しの視点、安全教育の取組事例等の内容で

講習会を実施した。モデル地域の取組計画

やこれまでの実践を紹介し、近隣の学校と

の連携、や地域及び関係団体との協力によ

り、安全教育と安全管理を効果的に進める

方法があることを周知した。 

イ 学校安全担当者研修会 

日時：４月21日、８月25日、１月19日実施 

内容：県内６地区の学校安全担当者を対象に、モ

デル地区での取組の進捗や成果を伝達し、

各地区で開催される諸会議での伝達・広報

を依頼した。モデル校の取組例から、地域

の課題に応じた実践的な安全教育の在り方

について検証した。 

 

(2) 学校安全の中核となる教員の育成や資質能力

の向上に係る取組について 

ア 防災教育のスペシャリスト養成するための、

教職員対象の研修講座を開設した。 

（全４講座のべ12回実施） 

 ＜４講座の内容＞ 

（ア）防災に対する校種毎の学校対応と指導方法

について 

（イ）関係機関との連携（タイムラインの作成） 

（ウ）大川小学校事案から見た学校安全 

（エ）地形図から見たハザードマップの読取り法 

  のべ 99 名の教職員が参加し、学校での実践

に生かす方法を学んだ。できることから実践を

始めようとする意欲が生まれ、多くの参加者か

ら好評を得ることができた。 

イ 地域防災リーダー育成プログラム 

 防災・減災センター（岐阜大学内）主催の防

災リーダー育成講座を教職員が受講し、防災士

の資格取得を目指した（９名が取得）。防災に

関して専門性を持った職員が増え、各学校にお

いて、命を守る訓練の改善が進んでいる。 

 

(3) 学校安全の取組を評価・検証するための方法に

ついて 

ア 岐阜大学髙木朗義教授監修の「減災力テスト」

を各県立高等学校とモデル地域内の学校で実施

した。防災への意識について把握した。 

イ 学校安全・体育的行事及び情報モラルに関す

る状況調査（県）から、各校の実態を継続的に

調査し、各校における学校防災の体制の実態把

握及び指導を行った。県の教育ビジョンの指針

として示している「異なる危険を想定した３回

以上の命を守る訓練実施」「専門家や関係機関

と連携した防災教育の実施」について、年々実

施率が増加していることを確認した。 

 

(4) その他の主な取組について 

ア 学校安全指導者派遣 

学校における安全教育・安全管理等の取組を支

援し、地域の学校安全関係機関等との連携体制

を構築・強化するため、「防災」「交通安全」

について、指導者の派遣を実施した。（のべ

320校参加）防災・減災センター、保険会社よ

り、学校に対し専門家を派遣し、防災教育、交

通安全教育の実践を行った。（のべ 271校参

加） 

イ 高校生防災アクション（47校参加） 

  生徒の実態、地域の実情、学校の特色に応じた

防災の取組を推進するため、モデル地域で実施

する減災力テストを、取組の事前事後に実施し、

課題分析と評価を行った。 

 

５ 成果と課題 

【成果】 

・学校安全講習会を毎年開催することにより、学

校安全計画や危機管理マニュアルの見直しにつ

いての指導を中心に学校安全に関する研修を継

続して実施し、充実を図ることができた。 

・学校安全講習会、防災教育スペシャリスト養成

研修を通じて、学校安全に関する外部の専門家

や関係機関との連携や異なる危険を想定した命

を守る訓練（避難訓練）についての重要性を周

知していたことにより、事業実施前と比較して

実施した学校は年々増加した。 

・モデル地域の小中学校で、夏休みにハザードマ

ップをもとに家庭における防災について考える

取組を実施した。家庭における防災への意識が

高まった。 

・拠点校の危機管理マニュアルの見直しを行っ

た。必要な事項の確認、実効性の有無について

助言した。その拠点校の危機管理マニュアルを

中核教員研修会で紹介し、他校において実効性

のある危機管理マニュアルを整備した。 



・子どもたちの主体性を育むことを目標に、取組

を計画し実施した。またモデル地域の高等学校

とも連携を図った。各学習や体験の目標を明確

にして取り組んだことによって、参加者が災害

への備えの必要性について深く考えることがで

きた。 

・中学生と高校生の連携による子どもたち同士の

対話が生まれたことで、将来は人を助ける側に

なりたいと感じる中学生や自分からサポートで

きるようになりたいと思う高校生など、それぞ

れが体験を通じて将来の自分について考えるき

っかけとなった。 

 

【課題】 

・拠点校で実施した「避難所開設・運営訓練」は

１年生全員が参加した。今後は、この訓練を毎

年実施し、学んだ生徒が次の訓練の指導に携わ

るなど、この地域の担い手となるような取組を

継続していく。そのためのカリキュラムを構築

が課題である。いずれは「防災士」の資格を取

得する子どもたちの育成を目指す。 

・拠点校と地域の高校との連携を図ることができ

たが、小学生等も交えた地域全体としての連携

は十分であるとは言えない。地域の防災訓練と

拠点校の避難所開設運営訓練の位置付けを明確

にし、地域全体で参加できる体制を築き、地域

の防災力を向上させていく取組が必要である。 

・拠点校を中心に、モデル地域によるＰＤＣＡサ

イクルを確立し、各学校の危機管理マニュアル

の見直しや避難訓練の改善等の取組を推進して

いくことは、新たな事象に対応するためにも今

後も継続しなければならない。 

Ⅱ モデル地域の現状と取組 

１ モデル地域の現状及び安全上の課題 

 

２ モデル地域の事業目標 

児童生徒が主体となって実践的な防災力や減災力

を身につけることを目標として取り組んでいく。 

具体的には、昨年度に実施した減災力テストの項

目について対策を図り行動の変容を検証していく。

また、町防災訓練については、児童生徒自らが考え

計画して実践できるようにするために、地域の防災

士会や消防団と連携して防災について学習する機会

や場を設ける。 

 

３ 取組の概要 

(1) 安全教育の充実に関する取り組み 

ア 安全教育の充実に関する取組 

例年学校で行ってきた「命を守る訓練」につい

ては、県の「学校安全（防災・交通安全）指導者

派遣事業」を活用し専門家の意見を取り入れなが

ら実施した。従前の訓練を見直し、児童生徒が自

分で自分の命を守るために大切なことを学べる訓

練とした。避難経路が塞がっていたらどう対処す

るのか、放送設備が使えない時にどのように指示

を聞くのか等、その都度自分が考えて行動するこ

とを目的とした。訓練後は教員と児童生徒が振り

返りを行い、更なる実践的訓練になるよう改善を

（１）モデル地域の現状 

○モデル地域名：池田町（災害安全） 

○学 校 数：小学校 ５校 

中学校 １校 高等学校 １校 

（２）モデル地域の安全上の課題 

 池田町には山地や大きな河川があり土砂災害警戒

区域や浸水想定区域が点在し各学校における状況に

違いがある。令和４年度は本事業のモデル地域とし

て、各学校の危機管理マニュアルの見直しや減災力

テスト、中学生が参加した避難所開設運営訓練等を

実施してきた。このような取組の結果、少しずつ児

童生徒や教職員の防災意識の向上は見られるように

なってきたが、実践力の向上には結びついていない。

また、各学校の状況に違いがあるため、危機管理マ

ニュアルにも差が見られ改善がなかなか進んでいな

い。 

そのため、令和５年度においては、引き続きモデ

ル地域として本事業の取組を行い、児童生徒が主体

となって実践的な防災力や減災力を身につけること

を目標として取り組んでいく。また、本事業におけ

る様々な活動を通じて、行政・学校・地域が連携し

ながらそれぞれの役割を再確認していく。 



図った。感染症流行のため集合して訓練を実施で

きない場合でも、訓練内容及び目的等を校内放送

にて全児童及び教員に周知しイメージして災害に

備えることができた。 

夏休みには、児童生徒１人１台端末を使用して、

各家庭でハザードマップの確認を行った。土砂災

害と水害についてのハザードマップについて自宅

周辺を確認し、自分の家の防災について、出来て

いること、これから出来ることを各家庭で話し合

う機会とした。子どもだけでなく、大人も一緒に

確認することで、各家庭は勿論のこと地域の防災

についても意識できる機会になり、早速実行でき

る防災対策を進める家庭もあった。 

 

イ 安全教育の取組を評価する・検証するための方

法について 

町内の中学校１年生を対象に、防災に関する意

識調査として「アプリ減災教室」に格納されている

「減災力テスト」を実施した。「アプリ減災教室」

とは、減災行動支援を目的に岐阜大学の髙木朗義

教授が中心となって作製されたアプリである。こ

のアプリは、アンケートに回答することで自分や

家族の防災意識や防災力を確認でき、現時点で出

来ていない項目については、いつまでにやるかを

具体的に目標設定することができる。指導者とし

ても実態把握ができ、限られた時間で指導改善が

できる。このアンケートについて、児童生徒と保護

者が一緒に考えることができるよう、普段から保

護者との連絡ツールとして使用している「すぐー

る」を利用した。昨年度に１回実施し、同家庭に再

度実施することで数値の変容の確認をした。 

 テスト実施後の分析から、以下の点が認められ

た。（令和４年度結果→令和５年度結果） 

①住んでいる町の地震のゆれの大きさを地図で確

かめていますか。 「はい」17％→33％ 

②住んでいるところの水害や土砂災害で危ない場

所を地図で確かめていますか。 

「はい」26％→33％ 

③家族が別々の場所で地震にあったときにどうす

るかなど、地震のときにどうするか家族で話し合

っていますか。「はい」19％→24％ 

④水害や土砂災害の時にどうするか家族で話し合

っていますか。「はい」10％→15％ 

上記①②から、夏休みに各家庭でハザードマップ

を確認した結果が反映されたと考えられる。 

また、上記③④から、家庭で防災について話し合

い、対策を行う機会が増えたと推察される。その他

の項目についても全てではないが「はい」の割合が

増加しており、子どものみではなく家族で防災意

識の向上が見られた。 

 

(2) 組織的取組による安全管理の充実に関する取

組 

11月には、町総合防災訓練に池田高等学校ボラ

ンティア部の生徒が参加し、地域と交わり訓練を

行うことが出来た。同訓練に高校生が参加するこ

とは初めてであったが、地域住民や防災士と一緒

にボランティアセンターの開設や受け付け、避難

所運営などを学ぶことができた。 

12月には、拠点校である池田中学校にて「学校

を基軸とした地域防災について」として岩井慶次

防災士から講話を受けた。「避難所とは何か、学校



が避難所となった場合に自分たちはどう対応する

か」という観点で話を聞き、「避難される方は様々

なので個々に対応した様々な配慮が大切、避難所

では笑顔が大切」だということを学んだ。 

その後、池田中学校にて「避難所開設・運営訓

練」を行った。昨年度から始めた訓練であるが、

今年は中学１年生全員が参加した。保護者にも参

観していただくように依頼をするとともに、地域

の池田高等学校の生徒や自治会長にも参加を促し、

学校と地域が連携した訓練を行うことが出来た。

「避難所開設運営マニュアル」を基本として、避

難所開設訓練としては間仕切りや段ボールベッド

などの組み立てを、避難所運営訓練としては避難

者受付や避難体験、備蓄品の配布や特設公衆電話

体験を実施した。参加者は４グループに分かれグ

ループの中で班長を決めて連携して取り組むこと

ができた。参加者のほとんどが防災備品を見るの

も触るのも初めてであったが協力して組み立てる

ことができ、出来上がった時点では既に次回への

改善策の発言も多くあった。また、受付において

は「避難者カード」の目的や重要性について学び、

特設公衆電話体験では災害時の連絡体制の大切さ

を学ぶことができた。何よりも、高校生と中学生

との連携が出来たこと、中高生が地域の中で「自

分たちがリーダーとなる」ことを意識できたこと

が大きな財産となった。 

全ての訓練について実体験をすることで防災意

識の向上は勿論のこと、普段からの地域住民や関

係機関との連携が重要であることを再確認できた。 

また、避難所運営の主体は行政ではなく地域住民

であることを学べたことは大きな成果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 学校安全の中核となる教員の学校安全推進体

制の構築における役割及び中核教員の資質能力

の向上に係る取組について 

中核教員は、各学校において安全教育を推進

する役割であり、拠点校や教育委員会と連携を図

りながら各学校で実践力が上がる安全教育を実

施してきた。池田中学校の避難所開設・運営訓練

にはすべての中核教員が参加し実体験すること

で、自校の訓練のあり方について考え直すきっか

けとなった。また、各校の「危機管理マニュアル」

については、中核教員研修会で見直し、情報共有

することで誰もが見やすく使いやすいマニュア

ルについて学ぶことができた。 

 

４ 取組の成果と課題 

【成果】 

・各家庭でハザードマップを確認することで、防災

について考え、備蓄品を揃えるなど防災力を高め

ることができた。 

・避難所開設・運営訓練を行い、中学生や高校生、

町防災士連絡協議会、自治会等が連携することで

各役割を自覚することができた。昨年度から繰り

返し実施することで、実践力の向上に繋がった。 

・昨年度と同じ家庭を対象に「減災力テスト」を実

施することで数値の変容が確認でき、今後の防災

教育への視点を考えることが出来た。 

・「危機管理マニュアル」の見直しを行うことで、

有事の際に役に立つマニュアル作りと改善の必

要性について再認識した。 

 

【課題】 

・避難所開設・運営訓練について、中学生がリー

ダーとなって主体的に継続的に進めていけるよ

う計画する。 

・各校の「危機管理マニュアル」や命を守る訓練

について、積極的に情報共有を行い実効性の高

いものに常に改善する。 

・児童生徒が「自分の命は自分で守る」ことを考

え行動できるよう、町全体の防災教育を更に充

実させていく。 


